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Ｇ空間情報センター構築までの経緯

平成１９年５月 地理空間情報活用推進基本法の成立（同年8月施行）
平成２０年４月 地理空間情報活用推進基本計画（第一期）閣議決定
（推進体制の整備と連携の強化、準天頂衛星初号機の開発・打上げ等）

平成２４年３月 地理空間情報活用推進基本計画（第二期）閣議決定

（「国、地方公共団体、民間事業者等が一体となって施策を推進することで、我が国における
地理空間情報の共有・提供を行う情報センターの構築を目指す」と明記される）

平成２８年１１月 Ｇ空間情報センターの稼働開始

平成２９年３月 地理空間情報活用推進基本計画（第三期）閣議決定
（準天頂衛星４機体制と利活用の中核となるＧ空間情報センター）

・提供・流通における個人情報等の取り扱いに関する検討
・運用ルールの検討
・運営体制に関する検討業務
・Ｇ空間プラットフォームの構築（総務省）

基礎的な
情報の
整備

環境の
変化

ビック
データ

オープン
データ

スマホ
普及

・基盤地図情報の整備
・基盤地図の利活用推進検討
・二次利用ガイドライ ンの策定
・災害関連情報の流通促進検討



Ｇ空間情報センターの概要

G空間情報センター（H28稼働）
検索

登録

活用事例・実証の積上げによる
G空間情報の円滑な流通支援

地域課題の分析・解決方策の提示
地方産業の効率化・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援

産学官民連携

データ登録支援

安全・安心の向上、生産性の向上

etc.

防災

宇宙・衛星

携帯

位置情報

統計情報

ライフライン

電子地図

不動産・

まちづくり

航空写真

農林水産

交通

カー

プローブ

• G空間情報センターを介し
災害時のG空間情報の利活用を支援

• 災害時に備えたG空間情報の活用を
計画・準備

〈防災〉

Ｇ空間情報保有者

民間企業等 ･･･

地方自治体

研究機関

各省庁等

地理空間情報
ライブラリー

オープンデータ

Ｇ空間情報利用者

公益企業・研究機関

その他民間企業等

国・地方公共団体

情報サービス業

防災関係者

• G空間情報センターを介し
地価、人口、都市計画規制や
時間帯毎の人流のデータ等を
活用することにより、不動産取引、
出店計画等を支援。

〈まちづくり・不動産〉

データ活用支援

＜機能＞

・メタデータ登録、実データ登録
・データ登録支援
・情報の検索・発見、提供
・情報の閲覧、評価
・データの変換・編集、加工・解析
・ショーケース（活用例）の作成

政府保有データの
登録はH28から開始

連携

利用

技術の進展（準天頂衛星4機体制、ドローン、ＩｏＴ、自動運転 等）

第
三
期
基
本
計
画
を
踏
ま
え
た
積
極
的
活
用
方
策
の
試
行

（
民
間
企
業
・一
般
国
民
に
よ
る
利
用
拡
大
）

世界最高水準の地理空間情報高度活用社会（Ｇ空間社会）の基盤となるセンター



産学官民連携の情報インフラに向けて

官庁

Ｇ空間情報センター

・各省庁
・独法 等

・都道府県
・市町村 等

・大学
・研究機関 等

Ｇ空間情報センターは産学官民との連携により
「地理空間情報の流通・統合のハブ」を目指す

連携

連携 連携

連携

自治体 学術機関

・地図会社
・航測会社
・カーナビ会社
・インフラ会社 等

民間企業



政府保有情報との連携

i-Constructionで得られる3次元
データ等を集約・一元管理
施設等の維持・管理の高度化に活
用 Ｇ空間情報センター

農地関連データ

自治体オープンデータ衛星データ

カープローブデータ

i-Constructionデータ

SIPで検討された自動走行システム
に必要な高精度地図「ダイナミック
マップ」を登録
交通分析や維持管理等に活用

全国の農地情報を全国農地ナビで
一元管理（例：農地の所在・地番、
地目、面積など）
地域分析、地域計画等に活用
Ｇセンターと連携（リンク）

地球観測衛星による光学/SAR（合成
開口レーダ）画像、二酸化炭素等濃
度、降雨量等の観測データを登録
気候変動、防災、土地利用等の解析、
対策に活用

地域の医療・福祉施設に関する情報
など地方自治体が保有するデータの
公開（オープンデータ）及びその利
活用を推進新事業・新サービスの創
出、住民サービスの向上等に活用

連携

連携 連携

連携 連携



G空間情報センターの主な取り扱いデータ（2017.３時点）総数 505

分類 主なデータ名称 データ保有者
基盤的情報 基盤地図情報, 地球地図, 空中写真, 地理院地図データ, 電子国土基本図, 国土

数値情報（行政区域, 鉄道, 公共施設等）, 場所情報コード, 大字町丁目／街区
レベル位置参照情報, 町丁・大字等境界, 歩行空間ネットワークデータ, 海洋
台帳

国交省
総務省

地形・地質
・土地分類

地質図, ボーリングデータ, 資源, 地形分類, 国土調査成果（土地分類基本調査, 
水基本調査）, 国土数値情報（土地利用細分メッシュ他）

国交省, 産総研, 
JOGMEC

防災・災害 火山基本図※,火山土地条件図※, 防災関連情報, 通行止め
中央防災会議, 南海トラフの巨大地震モデル検討会, 首都直下地震モデル検討
会のデータ（ゆれやすさマップ等）

国交省
内閣府
産総研

気象観測等 ライブカメラ(河川), 河川水位等観測情報, フェーズドアレイ気象データ 国交省, NICT
環境 自然環境調査, 細密数値情報(10mメッシュ土地利用)※, 植生指標データ 環境省, 国交省
土地登記等 不動産登記情報及び地図・図面等の情報※, 不動産取引価格情報, 路線価 法務省, 国交省, 国

税庁
統計その他 国勢調査, 経済センサス地域メッシュ統計, 都市計画基礎調査 総務省, 自治体

分類 主なデータ名称 データ保有者
動的データ 通行実績デ－タ, 走行履歴データ, 車載カメラ画像

観光統計データ, 混雑度データ
流動人口データ
リンク旅行速度データ

パイオニア
ゼンリンデータコム
Agoop
ナビタイムジャパン

静的データ 航空写真, 電子地図, 行政界ポリゴン 他
MMS点群データ, リアル3D都市モデル, 赤色立体地図
空中写真（カラー画像）, good-3D DSM点群データ
航空写真
航空写真, レーザーデータ

NTT空間情報
アジア航測
朝日航洋
パスコ
国際航業

国
・
自
治
体
提
供

民
間
提
供※

※：有償/一部有償提供



Ｇ空間情報センターの主な機能

産官学の保有する
様々なG空間情報を
一元的に提供する
初めてのプラット
フォーム

• カテゴリ
• エリア
• キーワード
でデータの検索が可能

ショーケースを作成
し、データの重ね合
わせによる例を示す
ことで利活用の推進
を図る



データ検索結果一覧表示
提供組織やフォー
マット等の様々な条
件を指定し登録され
ているデータの更な
る絞込みが可能

Ｇ空間情報センターの主な機能



プレビュー機能
動的なデータのプレビューも含め、
どのようなデータなのか、どのよ
うに視覚化できるか確認できる
（これまでのG空間情報サイトで
は、このような機能は有していな
い。）

※首都圏流動推計データ（ゼンリンデータコム）
1時間ごとの変化をアニメーションとして可視化

2015年12月31日2:00
動的データの例

2015年12月31日13:00 2015年12月31日21:00

Ｇ空間情報センターの主な機能



Ｇ空間情報センターが提供するサービス

②アプリ配布による
利用環境提供

①データ提供

③新たなデータ開発

④新たな解析技術
・利活用方法の開発アプリ

・ショーケース

API利用

データ利用

⑥コンサルティング

アプリ提供企業

自治体
企業

提供データ

独自データ

研究データ

R&D

国・自治体
企業
研究機関

アプリ
ケー
ション

研究者
研究機関
企業

セミナー等

⑤災害時データ提供
官公庁、インフラ会社等

⑦利活用普及活動

自治体
ボランティア
地域コミュニティ

・地域企業

利用者

R&D有償データ
無償データ

オープンデータ

凡例：現在のサービス内容

G空間情報センター



災害時のデータ利用・提供

■大規模災害時に、臨機応変、迅速にデータが扱えるよう事前にデータ
提供者等と災害時協定を締結（順次拡大中）

■データ提供者

■データ利用者

今後、各省庁・地方自治体等との連携を図っていく予定

提供データ 締結団体（提供データ）
地図データ NTT空間情報：GeoSpace

航空写真
レーザ計測データ

国際航業株式会社航空写真・レーザ計測データ
株式会社パスコ：航空写真・レーザ計測データ
アジア航測株式会社：航空写真・レーザ計測データ
朝日航洋株式会社：航空写真・レーザ計測データ

動的データ 株式会社ナビタイムジャパン：リンク旅行集計データ
株式会社Agoop：流動人口データ

利用目的 締結団体
被害状況把握
地図作成

特定非営利活動法人クライシスマッパーズ・ジャパン
オープンストリートマップファウンデーションジャパン

（OSMFJ）
IT活用
ソフトウェア支援

減災インフォ
一般社団法人 情報支援レスキュー隊（IT DART）
OSGeo財団 日本支部

防災教育 大阪市立大学都市防災教育研究センター（CERD）



Ｇ空間がもたらすイノベーション

準天頂衛星「みちびき」 ４機体制
2018年度 ４機体制
2023年度 ７機体制

活力ある地域、成長する経済宇宙空間の平和利用

第４次産業革命 ～ IoT、ビッグデータ、AI
センチメートル単位で万象を知覚 ⇒ ヒューマンスケールの自動化

現状 今後５年間で

利活用の中核となるＧ空間情報センター

•位置測定に10～30mの誤差

2016年 稼動開始
•未統合なデータ

•センチメータ級測位
•災害関連情報の双方向通信
(300万件/時間の安否情報受信)

•莫大な情報の共有化・統合に
よる新たなサービス

第三期地理空間情報活用推進基本計画

地理空間情報活用推進基本計画（第３期）パンフレットより
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/290303/siryou4.pdf



Ｇ空間がつくる未来

Ｇ空間情報活用の実績と将来 2016年～

・測位基盤の完成
・Ｇ空間情報によるIoT・AIの社会実装加速

2020年～

・リアルタイムＧ空間情報の活用による
第4次産業革命の実現

衛星、車両、
携帯端末、センサ等

・日本独自の測位基盤整備
・基盤地図の整備
・産業創出支援等

l 情報を位置と時間で整理・見える化。

l 「いつ、どこで、何が起きているか」を正確に把握。

l 最適な意思決定、制御・連携による、新しいサービスや産業の創出。

デジタル情報をIoTにより集約
（ビッグデータ化）

意思決定や制御・連携の
最適化を実現

市民生活、ビジネス、
自動走行から災害対応まで

- 地理空間情報活用推進基本法
- 準天頂衛星「みちびき」の開発・実験・実証
- 宇宙基本法
- 海洋基本法

- 官民データ利活用推進基本法
- 準天頂衛星4機体制へ

- 東京オリパラ2020
- 準天頂衛星７機体制

整理・見える化

（イメージ）

いつ・どこで・何が
起きているかを把握

第三期地理空間情報活用推進基本計画



第三期地理空間情報活用推進基本計画

準天頂衛星とは
日本独自の測位衛星。日本のほぼ真上(準天頂)に滞留可能で
あり、８の字軌道によりアジア・オセアニア地域にも衛星測位サー
ビスの提供が可能。2018年度に４機体制を構築し、cm級の高精
度測位を行うことが可能。さらに2023年度を目途として７機体制
の確立により、準天頂衛星のみでGPSに依存することなく測位が
可能。

パブリックデータ
(オープンデータ)

Ｇ空間情報センター

安否情報など

双方向通信の活用

高精度でリアルタイムの位置と時刻

新時代の交通、物流システム 世界に拡げる地方創生を加速

高付加価値のＧ空間情報の循環システムの形成

ビッグデータ
リアルタイムデータ

多様で豊かな暮らし国土を守り、命を救う

準天頂衛星

防災対策システム 離島への物流網 ストレスフリー環境 i-Construction IT農業 技術・サービスの海外展開

Ｇ空間関連市場規模は2020年度には
約60兆円に拡大 (2012年度は約20兆円)
出典：情報通信白書（2013年版）

Ｇ空間情報センターとは
各主体が整備するＧ空間情報を集約し、より一層利用価値の高
い情報へ加工・変換して、誰もがいつでも容易に、かつ円滑に検
索・入手できる、Ｇ空間情報の流通・利活用の中核としての機能
を有する。

Ｇ空間社会のイメージ



人の多く集まる駅やスタジアムなどの集客施設における人流を観測・分析した情報と、Ｇ空間情報センターに存在する情報等との重ね合わせ
を行い、平常時及び混雑時の状況分析結果をＧ空間情報センターに蓄積し活用する。これにより、東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に際して運営者や来場者に対し、円滑な移動支援を行うとともに、活用モデルを民間事業者に展開することで、地理空間情報の利活用推進
を図り、多様なサービス創出を推進する。

Ｇ空間情報センターを活用した大規模イベント来場者等の移動支援

民間事業者

最寄り駅競技場

千駄ヶ谷駅

300m300m

信濃町駅

JRJR 10分
徒歩

5分
徒歩

混雑

規制情報
気象情報 等

データ
解析

Ｇ空間情報センター

人流
情報

将来実現するサービスのイメージ

混雑時における迂回情

報の提供により移動が

スムーズに

混雑状況をリアルタイムに把握
することにより、誘導スタッフの
最適な配置で観客に安全で効
率的な大会の運営を提供する。

ナビゲート用デバイスを所持した
ボランティアスタッフにより、会場内
外のスムーズな案内を実現。多言
語翻訳システムと組み合わせるこ
とで、世界中から訪れる人々にスト
レスフリーな大会観戦を提供する。

ゲート2へ
向かって
ください！

Je suis perdu.
（迷ってしまったんだが…）

ヒトの位置/ヒトの
流れを把握

・ヒトの流れを測定し、
混雑状況を早期把握
することで会場周辺
のヒトの移動を最適化
・混雑状況を予測する
ことによるヒトの誘導
を最適化

人流情報を用いた円滑な移動支援

映像やインターネッ
トアクセスから混雑
状況を検知

混雑状況等の情報
サービスの提供

デジタルサイネージ スマートフォン

広くてわかりづらい観客

席へのご案内も正確か

つスムーズに

映像やインターネッ
トアクセスから混雑
状況を検知

解析データの提供

カメラ Wi-Fi カメラ Wi-Fi

第三期地理空間情報活用基本計画におけるシンボルプロジェクト

Ｇ空間情報センターの今後の展開について ①



地理空間情報の多様化に対応するため、ハブとしてのＧ空間情報センターと、目的に応じて形成される各種の地理空間
情報の集約システムや情報センターと相互に連携する。これにより、より多くの情報を一元的に集約・共有し、更に解析・

加工をしていくことで新たな価値のあるデータを生成する、地理空間情報の循環システムの形成を目指す。

■地理空間情報の循環システムの形成

G空間情報センター

国データ 電子地図民間データ(静的・動的)自治体データ

データ保有者

各省庁等 地方自治体

付加
価値

Ｇ空間情報を高度に活用する人材育成や技術開発

データ利用者

国・地方公共団体 防災関係者

情報サービス業

共有

研究機関 民間企業等 その他民間企業等

地理空間情報の循環システムの形成

みちびき

第三期地理空間情報活用基本計画におけるシンボルプロジェクト

Ｇ空間情報センターの今後の展開について ②


